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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．※１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、希

薄化効果を有する潜在株式がないため記載しておりません。 

※２ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

※３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式がないため記載

しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第44期

第２四半期連結
累計期間 

第45期
第２四半期連結

累計期間 

第44期
第２四半期連結

会計期間 

第45期 
第２四半期連結 

会計期間 
第44期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高        （百万円）  66,471  79,783  36,692  46,924  183,580

経常利益又は経常損失（△） 

           （百万円） 
 △466  3,022  217  2,602  6,253

四半期（当期）純利益又は 

四半期純損失（△）  （百万円） 
 △484  △295  △190  1,523  627

純資産額       （百万円） － －  82,942  81,748  83,070

総資産額       （百万円） － －  164,362  148,221  166,273

１株当たり純資産額    （円） － －  1,721.53  1,720.49  1,738.19

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額又は１株当たり 

四半期純損失（△）金額  （円） 

 △12.97  △7.93  △5.10  40.87  16.83

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 （円） 
※１   － ※２   － ※１   － ※２   － ※３   －

自己資本比率       （％） － －  39.0  43.3  39.0

営業活動による 

キャッシュ・フロー  （百万円） 
 △981  6,000 － －  △4,433

投資活動による 

キャッシュ・フロー  （百万円） 
 1,404  1,879 － －  2,181

財務活動による 

キャッシュ・フロー  （百万円） 
 △1,181  △440 － －  6,602

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 （百万円） 
－ －  35,171  47,728  40,290

従業員数         （人） － －  3,200  2,939  3,051
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。 

   

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均臨時雇用者数については、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均臨時雇用者数については、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 2,939      

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 11      
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（注）「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。 

１【生産、受注及び販売の状況】  

(1）受注実績 

  

(2）売上実績 

（注）当社グループ（当社および連結子会社）では、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」

は記載しておりません。 

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

第２【事業の状況】

区分   
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

建 

設 

事 

業 

建築工事 （百万円）  22,681  13,836

土木工事 （百万円）  15,284  19,843

 計 （百万円）  37,966  33,680

 不動産事業 （百万円)  1,291  1,534

  計 （百万円)   39,257  35,214

区分   
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

建 

設 

 事 

業 

建築工事 （百万円）  21,108  21,272

土木工事 （百万円）  14,344  24,091

  計 （百万円）  35,453  45,364

 不動産事業 （百万円）  1,238  1,559

 計 （百万円）  36,692  46,924

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判断

したものであります。 

（1）業績の状況 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、生産や輸出の一部に持ち直しの兆しがみられたものの、

雇用情勢の更なる悪化や個人消費の低迷など、景気は引き続き厳しい状況で推移いたしました。 

建設業界におきましては、公共投資は経済対策として打ち出された補正予算の影響等により比較的堅調でし

たが、民間投資は住宅投資の大幅な落込みに加え、企業の設備投資も依然大きく抑制されるなど、経営環境は

極めて厳しいものとなりました。 

このような状況のもと、当第２四半期連結会計期間の業績につきましては、連結子会社の増加等により、売

上高は前第２四半期連結会計期間と比べて27.9％増の46,924百万円となりました。 

利益につきましては、売上高の増加による売上総利益の増加、業務改善によるコスト削減等により、営業利

益は前第２四半期連結会計期間と比べて2,016百万円増加し2,221百万円となりました。 

さらに、連結子会社の株式取得により発生した負ののれん償却額を営業外収益に計上したこと等により、経

常利益は前第２四半期連結会計期間と比べて2,385百万円増加し2,602百万円となりました。 

その結果、四半期純損益につきましては、前第２四半期連結会計期間の190百万円の損失に対し、当第２四

半期連結会計期間は1,523百万円の利益となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（建設事業） 

当第２四半期連結会計期間における完成工事高は45,364百万円（前年同期比9,911百万円増加）とな

り、営業利益は1,961百万円（前年同期比1,850百万円増加）となりました。 

（不動産事業） 

当第２四半期連結会計期間における不動産事業売上高は1,559百万円（前年同期比320百万円増加）とな

り、営業利益は244百万円（前年同期比153百万円増加）となりました。 

（2）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結

会計期間末に比べ1,086百万円増加の47,728百万円となりました。 

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により資金は769百万円の減少（前年同四半期連結会計期間は2,813百万円の減少）となりまし

た。これは、売上債権の増加5,838百万円、未成工事支出金の減少5,117百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により資金は2,110百万円の増加（前年同四半期連結会計期間は5,056百万円の増加）となりまし

た。これは、投資不動産の売却による収入1,682百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により資金は258百万円の減少（前年同四半期連結会計期間は1,355百万円の減少）となりまし

た。これは、短期借入金の純減190百万円および長期借入金の返済による支出30百万円等によるものでありま

す。 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（4）研究開発活動 

（建設事業） 

 当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、20百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。 

（不動産事業） 

 研究開発活動は特段おこなっておりません。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  52,800,000

計  52,800,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成21年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日） 

  

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  38,880,000  38,880,000

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

（各市場第一部） 

単元株式数 

100株  

計  38,880,000  38,880,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高  
  （株） 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

平成21年７月１日～

平成21年９月30日 
 －  38,880,000  －  5,000  －  272
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(注）１．上記のほか、当社所有の自己株式が1,599千株あり、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は4.11％で

あります。 

２．ラザード・アセット・マネージメント・エルエルシーおよびその共同保有者であるラザード・ジャパン・ア

セット・マネージメント株式会社から平成21年８月31日付で提出された大量保有報告書ならびに平成21年９

月２日付で提出された当該大量保有報告書の訂正報告書により、平成21年８月31日現在で以下の株式を保有

している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期連結会計期間末における実質所有株式数の

確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

  

（５）【大株主の状況】

  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 髙松孝之  兵庫県宝塚市  9,094  23.39

 髙松孝育  大阪府豊中市  8,321  21.40

 株式会社孝  大阪市淀川区新北野一丁目２番３号  1,226  3.15

 株式会社りそな銀行  大阪市中央区備後町二丁目２番１号  1,080  2.77

 タイヨー パール ファンド  

エルピー 

(常任代理人 シテイバンク銀行

株式会社) 

 C/O WALKERS SPV LIMITED, 

WALKER HOUSE, 87 MARY ST. 

GEORGE TOWN, GRAND CAYMAN 

KY1-9002, CAYMAN ISLANDS 

 （東京都品川区東品川二丁目３番14号） 

 870  2.23

 株式会社みずほ銀行  東京都千代田区内幸町一丁目１番５号  824  2.11

 日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
 東京都中央区晴海一丁目８番11号  634  1.63

髙松コンストラクショングルー

プ社員持株会 
 大阪市淀川区新北野一丁目２番３号  566  1.45

 バンク オブ ニユーヨーク 

タツクス トリイテイ ジヤス

デツク オムニバス ツー 

(常任代理人 株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行) 

 THE BANK OF NEW YORK BRUSSELS BR. 

35 AVENUE DES ARTS B-1040 

BRUSSELS. BELGIUM 

 （東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 

 562  1.44

 日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口４） 
 東京都中央区晴海一丁目８番11号  540  1.39

計 ―  23,721  61.01

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有割合

（％） 

ラザード・アセッ

ト・マネージメン

ト・エルエルシー 

アメリカ合衆国ニューヨーク州ニュー

ヨーク市ロックフェラープラザ30番地 
株式 1,233,400  3.17

ラザード・ジャパ

ン・アセット・マ

ネージメント株式

会社 

東京都港区赤坂二丁目11番７号赤坂ツ

インタワー（ＡＴＴ）新館 
株式  849,400  2.18
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 ①【発行済株式】 

 （注）「単元未満株式」の「株式数」には、当社所有の自己株式が49株含まれております。 

 ②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  1,599,300 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,279,200  372,792 － 

単元未満株式 普通株式      1,500 － － 

発行済株式総数  38,880,000 － － 

総株主の議決権 －  372,792 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社髙松コン

ストラクショング

ループ 

大阪市淀川区新北

野一丁目２番３号 
 1,599,300  －  1,599,300  4.11

計 －  1,599,300  －  1,599,300  4.11

２【株価の推移】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  1,401  1,420  1,448  1,515  1,749  1,657

最低（円）  1,280  1,295  1,318  1,400  1,403  1,355

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省

令第14号）に準じて記載しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）および前第２四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則にもとづき、当第２四半期

連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日

から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則にもとづいて作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日か

ら平成20年９月30日まで）および前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）にかか

る四半期連結財務諸表ならびに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）および当

第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）にかかる四半期連結財務諸表について、あ

ずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】

2009/11/18 10:22:2509591445_第２四半期報告書_20091118102148



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 47,876 40,638

受取手形・完成工事未収入金等 54,340 72,319

販売用不動産 3,078 3,349

未成工事支出金 4,929 6,858

繰延税金資産 1,051 1,246

その他 5,314 5,404

貸倒引当金 △344 △458

流動資産合計 116,247 129,358

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 2,936 3,069

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 647 728

船舶（純額） 870 959

土地 8,861 8,510

リース資産（純額） 15 12

有形固定資産計 ※1  13,331 ※1  13,280

無形固定資産 322 397

投資その他の資産   

投資有価証券 6,182 5,965

投資不動産（純額） 4,622 6,848

繰延税金資産 2,543 2,530

その他 8,291 11,911

貸倒引当金 △3,321 △4,018

投資その他の資産計 18,320 23,237

固定資産合計 31,973 36,914

資産合計 148,221 166,273
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 23,219 35,244

短期借入金 13,170 12,060

1年内償還予定の社債 150 200

未払法人税等 805 1,749

未成工事受入金 7,787 8,020

賞与引当金 1,540 1,684

完成工事補償引当金 193 245

工事損失引当金 131 200

その他 4,783 7,387

流動負債合計 51,782 66,793

固定負債   

長期借入金 31 791

再評価に係る繰延税金負債 416 416

退職給付引当金 9,109 9,314

船舶特別修繕引当金 51 40

負ののれん 2,983 3,716

その他 2,098 2,130

固定負債合計 14,690 16,409

負債合計 66,472 83,202

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,000 5,000

資本剰余金 272 272

利益剰余金 63,516 64,333

自己株式 △2,670 △2,670

株主資本合計 66,117 66,935

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △290 △447

土地再評価差額金 △1,686 △1,686

評価・換算差額等合計 △1,976 △2,134

少数株主持分 17,607 18,269

純資産合計 81,748 83,070

負債純資産合計 148,221 166,273
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高   

完成工事高 64,079 76,819

不動産事業売上高 2,391 2,964

売上高合計 66,471 79,783

売上原価   

完成工事原価 58,904 68,078

不動産事業売上原価 1,940 2,468

売上原価合計 60,845 70,547

売上総利益   

完成工事総利益 5,175 8,740

不動産事業総利益 450 495

売上総利益合計 5,625 9,236

販売費及び一般管理費 ※1  6,284 ※1  7,017

営業利益又は営業損失（△） △658 2,219

営業外収益   

受取利息 35 10

受取配当金 93 56

負ののれん償却額 70 743

投資不動産賃貸料 － 86

その他 78 84

営業外収益合計 277 981

営業外費用   

支払利息 67 110

投資不動産管理費用 － 42

その他 17 25

営業外費用合計 84 178

経常利益又は経常損失（△） △466 3,022

2009/11/18 10:22:2509591445_第２四半期報告書_20091118102148



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

特別利益   

前期損益修正益 ※2  32 ※2  4

固定資産売却益 ※3  88 ※3  10

投資不動産売却益 － 20

貸倒引当金戻入額 － 17

関係会社株式交換益 274 －

その他 76 2

特別利益合計 472 56

特別損失   

投資有価証券評価損 105 5

貸倒引当金繰入額 － 2,813

その他 45 213

特別損失合計 151 3,032

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△145 46

法人税、住民税及び事業税 269 666

法人税等調整額 211 156

法人税等合計 480 822

少数株主損失（△） △141 △479

四半期純損失（△） △484 △295
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高   

完成工事高 35,453 45,364

不動産事業売上高 1,238 1,559

売上高合計 36,692 46,924

売上原価   

完成工事原価 32,325 39,875

不動産事業売上原価 994 1,349

売上原価合計 33,319 41,224

売上総利益   

完成工事総利益 3,127 5,489

不動産事業総利益 244 210

売上総利益合計 3,372 5,700

販売費及び一般管理費 ※1  3,167 ※1  3,478

営業利益 205 2,221

営業外収益   

受取利息 22 5

受取配当金 2 4

負ののれん償却額 － 371

投資不動産賃貸料 － 40

その他 34 34

営業外収益合計 59 457

営業外費用   

支払利息 37 56

投資不動産管理費用 － 7

その他 10 12

営業外費用合計 47 76

経常利益 217 2,602

特別利益   

投資不動産売却益 18 17

貸倒引当金戻入額 － 87

その他 3 2

特別利益合計 22 107

特別損失   

投資不動産売却損 － 16

投資有価証券評価損 77 0

固定資産除却損 － 31

その他 44 18

特別損失合計 121 67

税金等調整前四半期純利益 117 2,642

法人税、住民税及び事業税 119 561

法人税等調整額 345 147

法人税等合計 464 708

少数株主利益又は少数株主損失（△） △156 410

四半期純利益又は四半期純損失（△） △190 1,523
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△145 46

減価償却費 250 360

負ののれん償却額 △70 △743

のれん償却額 108 108

貸倒引当金の増減額（△は減少） △196 △810

賞与引当金の増減額（△は減少） 101 △144

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 16 △51

工事損失引当金の増減額（△は減少） △106 △68

退職給付引当金の増減額（△は減少） △177 △204

受取利息及び受取配当金 △128 △67

支払利息 67 110

投資有価証券売却損益（△は益） 7 －

投資有価証券評価損益（△は益） 105 5

投資不動産売却損益（△は益） △36 －

固定資産売却損益（△は益） △83 △10

関係会社株式交換益 △274 －

売上債権の増減額（△は増加） 11,502 17,982

固定化営業債権の増減額（△は増加） 128 3,574

販売用不動産の増減額（△は増加） △3,114 270

未成工事支出金の増減額（△は増加） △6,746 1,928

工事未払金の増減額（△は減少） △6,802 △12,024

未成工事受入金の増減額（△は減少） 7,340 △233

その他 △1,528 △2,207

小計 218 7,820

利息及び配当金の受取額 128 67

利息の支払額 △68 △116

法人税等の支払額 △1,259 △1,771

営業活動によるキャッシュ・フロー △981 6,000

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） － 199

有形固定資産の取得による支出 △102 △428

有形固定資産の売却による収入 157 17

投資有価証券の取得による支出 △251 －

投資不動産の売却による収入 68 2,134

子会社の自己株式の取得による支出 △92 △14

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入 1,574 －

その他 49 △30

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,404 1,879
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △50 410

長期借入金の返済による支出 △60 △60

社債の償還による支出 △50 △50

リース債務の返済による支出 － △25

自己株式の取得による支出 △185 －

配当金の支払額 △597 △520

少数株主への配当金の支払額 △239 △193

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,181 △440

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △758 7,438

現金及び現金同等物の期首残高 35,930 40,290

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  35,171 ※  47,728
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 完成工事高および完成工事原価の計上基準の変更 

建設事業をおこなう連結子会社において、請負工事にかかる収益の計上

基準については、従来、工期１年以上の工事については工事進行基準を、

その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半

期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号

平成19年12月27日）および「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）が適用されたことに伴

い、第１四半期連結会計期間以降に着手した工事契約から、当第２四半期

連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他

の工事については工事完成基準を適用しております。 

なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、工期１年以上

の工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準

を引続き適用しております。  

これにより、従来の方法によった場合と比べ、当第２四半期連結累計期

間にかかる完成工事高は10,403百万円増加し、完成工事総利益、営業利益

および経常利益ならびに税金等調整前四半期純利益はそれぞれ1,513百万

円増加しております。 

セグメント情報に与える影響につきましては、当該箇所に記載しており

ます。  
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日   至 平成21年９月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

１．前第２四半期連結累計期間において特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「投資不動産売却益」

は、特別利益総額の100分の20を超えたため、独立科目として表示することに変更しております。 

なお、前第２四半期連結累計期間において特別利益の「その他」に含まれる「投資不動産売却益」は36百万円

であります。 

２．前第２四半期連結累計期間において特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「貸倒引当金戻入額」

は、特別利益総額の100分の20を超えたため、独立科目として表示することに変更しております。 

なお、前第２四半期連結累計期間において特別利益の「その他」に含まれる「貸倒引当金戻入額」は31百万円

であります。 

   

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「投資不動産売却損益（△は益）」は、当第２四半期連結累計期間にお

いて金額の重要性が乏しくなったため、「その他」に含めております。 

なお、当第２四半期連結累計期間の「その他」に含まれる「投資不動産売却損益（△は益）」は△３百万円で

あります。 

２．投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券の取得による支出」は、当第２四半期連結累計期間にお

いて金額の重要性が乏しくなったため、「その他」に含めております。 

なお、当第２四半期連結累計期間の「その他」に含まれる「投資有価証券の取得による支出」は△２百万円で

あります。 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日   至 平成21年９月30日） 

（四半期連結貸借対照表関係） 

１．前第２四半期連結会計期間において独立科目として表示していた「有価証券」は、金額の重要性が乏しくなっ

たため、流動資産の「その他」に含めて表示することに変更しております。 

なお、当第２四半期連結会計期間において流動資産の「その他」に含まれる「有価証券」は20百万円でありま

す。 

２．前第２四半期連結会計期間において独立科目として表示していた「材料貯蔵品」は、金額の重要性が乏しくな

ったため、流動資産の「その他」に含めて表示することに変更しております。 

なお、当第２四半期連結会計期間において流動資産の「その他」に含まれる「材料貯蔵品」は386百万円であり

ます。 

３．前第２四半期連結会計期間において独立科目として表示していた「のれん」は、金額の重要性が乏しくなった

ため、「その他」と合せて無形固定資産の科目で一括表示することに変更しております。 

なお、当第２四半期連結会計期間において無形固定資産に含まれる「のれん」は112百万円、「その他」は209

百万円であります。 

４．前第２四半期連結会計期間において独立科目として表示していた「繰延税金負債」は、金額の重要性が乏しく

なったため、固定負債の「その他」に含めて表示することに変更しております。 

なお、当第２四半期連結会計期間において固定負債の「その他」に含まれる「繰延税金負債」は51百万円であ

ります。 

  

（四半期連結損益計算書関係） 

１．前第２四半期連結会計期間において営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「負ののれん償却

額」は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、独立科目として表示することに変更しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間において営業外収益の「その他」に含まれる「負ののれん償却額」は０百万

円であります。 

２．前第２四半期連結会計期間において特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却損」

は、特別損失総額の100分の20を超えたため、独立科目として表示することに変更しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間において特別損失の「その他」に含まれる「固定資産除却損」は０百万円で

あります。 
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【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しく変動していない

と認められる場合には、前連結会計年度末において算定した貸倒実績率等を

使用して貸倒見積高を算定する方法によっております。 

２．たな卸資産の評価方法  たな卸資産の収益性の低下による簿価切下げについては、収益性の低下が

明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法に

よっております。 

３．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している固定資産の減価償却費の算定方法については、連結

会計年度にかかる減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっており

ます。 

４．繰延税金資産の回収可能性の判断  前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著し

い変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来

の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日   至 平成21年９月30日） 

連結子会社の青木マリーン株式会社では、一部の船舶について、当第２四半期連結会計期間より稼働率が大幅に

増加し、疲労損耗の度合が著しいと認められたため残存耐用年数の見直しをおこなっております。 

なお、この見直しにより、従来に比して減価償却費（完成工事原価）が30百万円増加し、営業利益、経常利益、

税金等調整前四半期純利益はそれぞれ同額減少しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は16,644百万円であ

ります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は16,540百万円であ

ります。 

２．偶発債務（保証債務） 

(1) 下記の会社の分譲住宅販売にかかる手付金等受領

額に対して、信用保証会社へ保証をおこなっており

ます。 

２．偶発債務（保証債務） 

(1) 下記の会社の分譲住宅販売にかかる手付金等受領

額に対して、信用保証会社へ保証をおこなっており

ます。 

  百万円

株式会社タカラレーベン 78  

その他４社 62  

計 140  

  百万円

株式会社エルシード 59  

その他６社 119  

計 178  

(2）従業員の金融機関からの借入５百万円に対して、

保証をおこなっております。 

(2）従業員の金融機関からの借入６百万円に対して、

保証をおこなっております。 

３．手形割引高および裏書譲渡高 ３．手形割引高および裏書譲渡高 

受取手形割引高 22百万円

受取手形裏書譲渡高 60百万円

受取手形割引高 40百万円

受取手形裏書譲渡高 75百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は以

下のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は以

下のとおりであります。 

  百万円

従業員給料手当 2,807  

賞与引当金繰入額 667  

退職給付費用 100  

  百万円

従業員給料手当 3,047  

賞与引当金繰入額 622  

退職給付費用 200  

※２．前期損益修正益の内訳は以下のとおりであります。 ※２．前期損益修正益の内訳は以下のとおりであります。

償却済債権取立益 32百万円 償却済債権取立益 4百万円

※３．固定資産売却益の内訳は以下のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内訳は以下のとおりであります。

  百万円

船舶 87  

その他 0  

 計 88  

  百万円

船舶 8  

その他 2  

 計 10  

 ４．当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、通常の営業形態として、契約により工事

の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中してい

るため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結

会計期間における売上高に比べ、第４四半期連結会計

期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動が

あります。 

―――― 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は以

下のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は以

下のとおりであります。 

  百万円

従業員給料手当 1,430  

賞与引当金繰入額 265  

退職給付費用 47  

  百万円

従業員給料手当 1,522  

賞与引当金繰入額 248  

退職給付費用 99  

 ２．当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、通常の営業形態として、契約により工事

の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中してい

るため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結

会計期間における売上高に比べ、第４四半期連結会計

期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動が

あります。 

―――― 
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）および当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末日後となるもの 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲載されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲載されている科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

  

  百万円

現金預金勘定  36,178   

有価証券  20   

預入期間が３ヵ月を超える定期

預金 
 △1,027   

現金及び現金同等物  35,171   

  百万円

現金預金勘定  47,876   

有価証券（流動資産「その

他」） 
 20   

預入期間が３ヵ月を超える定期

預金 
 △168   

現金及び現金同等物  47,728   

（株主資本等関係）

普通株式 38,880,000株 

普通株式 1,599,349株 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  521  14.0 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年11月12日 

取締役会 
普通株式  335  9.0 平成21年９月30日 平成21年12月11日 利益剰余金 
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 前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

  

 当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  

 前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日）  

  

 当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日）  

 （注）１．事業区分の方法 
 日本標準産業分類および連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 

 ２．各事業区分に属する主要な事業の内容 

 建設事業 ：建築・土木その他建設工事全般に関する事業 

 不動産事業：不動産の販売および賃貸に関する事業 

３．会計処理の方法の変更 

当第２四半期連結累計期間 

（工事契約に関する会計基準） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間か

ら「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）および「工事契約に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。 

この変更により、従来の方法によった場合と比べ、建設事業の売上高が10,403百万円増加し、営業利益が1,513百

万円増加しております。 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
建設事業

（百万円） 
不動産事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  35,453  1,238  36,692  －  36,692

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高  －  30  30  (30)  －

  計  35,453  1,269  36,723  (30)  36,692

  営業利益又は営業損失（△）  111  91  202  2  205

  
建設事業

（百万円） 
不動産事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  45,364  1,559  46,924  －  46,924

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高  －  71  71  (71)  －

  計  45,364  1,630  46,995  (71)  46,924

  営業利益又は営業損失（△）  1,961  244  2,205  16  2,221

  
建設事業

（百万円） 
不動産事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  64,079  2,391  66,471  －  66,471

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高  －  62  62  (62)  －

  計  64,079  2,453  66,533  (62)  66,471

  営業利益又は営業損失（△）  △967  306  △661  2  △658

  
建設事業

（百万円） 
不動産事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  76,819  2,964  79,783  －  79,783

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高  －  144  144  (144)  －

  計  76,819  3,108  79,928  (144)  79,783

  営業利益又は営業損失（△）  1,689  513  2,203  16  2,219
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前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）および当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）ならびに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 

至平成20年９月30日）および当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

  

 在外子会社および在外支店がないため、記載しておりません。 

   

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）および当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）ならびに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 

至平成20年９月30日）および当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

  

 海外売上高がないため、記載しておりません。 

   

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．１株当たり純資産額 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり四半期純利益金額等  

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額  1,720.49 円 １株当たり純資産額  1,738.19 円

  
当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末
（平成21年３月31日） 

 純資産の部の合計額        （百万円）  81,748  83,070

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円）  17,607  18,269

 （うち少数株主持分）      （百万円）  （17,607） （18,269）  

普通株式に係る四半期連結会計期間末 

（連結会計年度末）の純資産額   （百万円）
 64,140  64,800

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

四半期連結会計期間末（連結会計年度末） 

の普通株式の数           （千株）

 37,280  37,280

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純損失（△）金額  △12.97 円 １株当たり四半期純損失（△）金額  △7.93 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効

果を有する潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額            

四半期純損失（△）        （百万円）  △484  △295

普通株主に帰属しない金額     （百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△） （百万円）  △484  △295

期中平均株式数           （千株）  37,358  37,280
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 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失（△）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

  

該当事項はありません。  

  

 平成21年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

①中間配当による配当金の総額      335百万円 

②１株当たりの金額           ９円00銭 

③支払請求の効力発生日及び支払開始日  平成21年12月11日 

 （注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払をおこないます。 

  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純損失（△）金額  △5.10 円 １株当たり四半期純利益金額   40.87 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効

果を有する潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  △190  1,523

普通株主に帰属しない金額     （百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は 

四半期純損失（△）        （百万円）
 △190  1,523

期中平均株式数           （千株）  37,301  37,280

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年11月11日

株式会社髙松コンストラクショングループ 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 牧  美喜男   印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 本田 貫一郎   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社髙松コ

ンストラクショングループ（旧社名 髙松建設株式会社）の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度

の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社髙松コンストラクショングループ及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに

第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年10月１日付で建築事業及び一部の不動産事業を会社分割し持

株会社体制へ移行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月11日

株式会社髙松コンストラクショングループ 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 牧  美喜男   印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 松井 隆雄   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社髙松コ

ンストラクショングループの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社髙松コンストラクショングループ及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに

第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。 

  

追記情報 

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、一部の連結子会社は第１四

半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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